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犯罪被害者等のための制度の拡充等
第 5 章

１  犯罪被害者等が利用し得る制度の周知等

令和５年６月推進会議決定の項目⑤「犯罪
被害者等のための制度の拡充等」において、
「医療・生活・教育・納税の各分野にわたる
各種社会保障・社会福祉等制度について、関
係府省庁において、制度の内容に応じ、関係
機関・団体に対し速やかに通知を発出するな
どし、犯罪被害者等に配慮した取扱いを行う
よう要請し、又は犯罪被害者等もこれらの制
度を利用し得ることを周知する」こととされ
たことを受け、以下の⑴から⑷のとおり、各
制度の担当省庁より、関係機関・団体に対し、
通知を発出するなどした。
さらに、警察庁において、各担当省庁の発

出した通知を取りまとめ、地方公共団体の犯
罪被害者等施策の窓口部局に対して周知し
た。

⑴　医療関係
ア　犯罪被害による傷病の保険給付の取扱い

厚生労働省においては、令和５年６月、
「犯罪被害による傷病の保険給付の取扱い
について（再周知）」（令和５年６月 30 日
付け厚生労働省保険局保険課長、国民健康
保険課長、高齢者医療課長通知）を発出し、
関係団体に対し、犯罪の被害を受けたこと
により生じた傷病は一般の保険事故と同様
に医療保険の対象とされていること、及び、
加害者が保険者に対し損害賠償責任を負う
旨を記した誓約書がなくても医療保険の給
付は行われることを周知した。周知した内
容が確実に実施されるよう、引き続き必要
な対応をしていく。

イ　医療保険料及び一部負担金の減免等
厚生労働省においては、令和５年６月、

「犯罪等の被害を受けた被保険者等に係る
国民健康保険及び後期高齢者医療制度にお

ける保険料（税）並びに一部負担金の減免
及び徴収猶予の取扱いについて」（令和５
年６月 30 日付け厚生労働省保険局国民健
康保険課長、高齢者医療課長通知）を発出
し、地方公共団体に対し、犯罪被害者等に
ついても、保険料及び一部負担金の減免及
び徴収猶予の対象として取り扱うことが可
能であることを周知した。また、令和６年
６月、「健康保険及び船員保険における犯
罪被害者等に係る一部負担金等の徴収猶予
及び減免の取扱いについて」（令和６年６
月３日付け厚生労働省保険局保険課長通
知）を発出し、健康保険の保険者に対し、
犯罪被害者等についても、一部負担金の減
免及び徴収猶予の対象として取り扱うこと
が可能であることを周知した。周知した内
容が確実に実施されるよう、引き続き必要
な対応をしていく。

⑵　生活関係
ア　生活保護における犯罪被害者等給付金の
取扱い
厚生労働省においては、令和５年６月、

「犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪
被害者等の支援に関する法律に基づく犯罪
被害者等給付金の生活保護制度上の取扱い
について」（令和５年６月 30日付け厚生労
働省社会・援護局保護課長通知）を発出し、
地方公共団体に対し、生活保護を受給中の
方が犯罪被害者等給付金を受給した場合、
自立更生のために充てられる費用を収入と
して認定しないなどの取扱いを周知した。
周知した内容が確実に実施されるよう、引
き続き必要な対応をしていく。

イ　公営住宅への優先入居等
国土交通省においては、令和５年３月、
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「犯罪被害者等の公営住宅への入居につい
て」（令和５年３月 24日付け国土交通省住
宅局長通知）を発出し、事業主体である地
方公共団体に対し、犯罪被害者等を公営住
宅の優先入居対象とすることの積極的な検
討や保証人確保を求めないなどの配慮を要
請した。
通知の内容について、地方公共団体担

当者を対象とする研修会等において要請を
行ったほか、既に犯罪被害者等を優先入居
対象としている団体の情報を他の団体にも
共有した。
なお、令和５年 12�月現在、都道府県及

び政令指定都市の公営住宅において、優
先入居により 769�戸、目的外使用により
187�戸に犯罪被害者等が入居している。

犯罪被害者等の公営住宅への優先入居等の状況	
（各年12月１日現在）

年次 優先入居 目的外使用

令和元年 710 62

令和２年 702 58

令和３年 711 66

令和４年 723 83

令和５年 769 187
※　都道府県及び政令指定都市に限る。

提供：国土交通省

ウ　各種手当等
厚生労働省においては、令和５年６月及

び同年７月、「「犯罪被害者等施策の一層の
推進について」の決定に伴う国民年金制度
における申請免除等や障害年金、遺族年金
等の周知等について」（令和５年６月 30日
付け厚生労働省年金局事業管理課長通知）、
「犯罪被害者等の保護・支援に係る雇用保
険制度における適切な対応について」（令
和５年６月 30 日付け厚生労働省職業安定
局長通知）、「犯罪等の被害を受けた被保険
者等に係る介護保険制度における保険料の
減免及び徴収猶予並びに利用者負担額の減
免の取扱いについて」（令和５年６月 30日
付け厚生労働省老健局介護保険計画課長通

知）及び「「犯罪被害者等施策の一層の推
進について」の決定に伴う特別児童扶養手
当、障害児福祉手当、特別障害者手当、自
立支援給付の周知について」（令和５年７
月７日付け厚生労働省社会・援護局障害保
健福祉部企画課長通知）を発出し、地方公
共団体等に対し、遺族年金・障害年金、国
民年金保険料の申請免除、介護保険料の減
免又は徴収猶予、特別児童扶養手当、障害
児福祉手当、特別障害者手当や自立支援給
付について、犯罪被害者等もこれら制度を
利用し得ること、また、失業等給付につい
て、犯罪被害等に遭った場合の疾病又は負
傷の取扱いや離職理由の判断における取扱
いを周知した。周知した内容が確実に実施
されるよう、引き続き必要な対応をしていく。
こども家庭庁においては、令和５年６月、

「犯罪被害者等施策推進会議決定を踏まえ
た児童扶養手当の周知について」（令和５
年６月 27 日付けこども家庭庁支援局家庭
福祉課事務連絡）を発出し、地方公共団体
に対し、児童扶養手当について、犯罪被害
者又は地方公共団体内の関係者から相談が
あった場合には、適切に対応するよう周知
した。引き続き、犯罪被害者等に配慮しつ
つ、児童扶養手当の適正な運用に取り組む。

⑶　教育関係
ア　修学支援

文部科学省においては、令和５年６月、
「第 16回犯罪被害者等施策推進会議の決定
を踏まえた各種修学支援施策の周知につい
て」（令和５年６月 15日付け文部科学省初
等中等教育局長、総合教育政策局長、高等
教育局長通知）を発出し、都道府県教育委
員会や国公私立大学等に対し、各学校段階
において犯罪被害等により家計が急変した
場合にも、各種修学支援の対象になり得る
ことを周知した。引き続き、犯罪被害者等
を含めた児童生徒及び学生が学びを継続で
きるよう、支援に尽力していく。

第
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⑷　納税関係
ア　国税及び地方税の減免等

国税庁においては、犯罪被害者等が、そ
の置かれている状況その他の事情に応じ、
国税の減免等に係る各種制度を利用できる
よう、令和５年６月、「犯罪被害者等の保
護・支援に係る適切な対応について」（令
和５年６月７日付け国税庁次長通知）を発
出し、各国税局長（沖縄国税事務所長を含
む。）に対し、各国税局（所）及び税務署
の窓口等において、犯罪被害者等の相談内
容等に応じた丁寧かつ適切な対応をするよ
う指示した。引き続き、犯罪被害者等の個々

の実情を踏まえつつ、丁寧かつ適切に対応
していく。
総務省においては、令和５年６月、「犯

罪被害者等の保護・支援に係る地方税にお
ける適切な対応について」（令和５年６月
14 日付け総務省自治税務局企画課事務連
絡）を発出し、地方団体に対し、各地方団
体の窓口において、納税者等から、申告・
納付期限の延長や納税緩和措置等、地方税
に関する相談を受けた場合には、犯罪被害
者等の事情に十分配意し、丁寧かつ適切に
対応をするよう要請した。引き続き、機会
を利用して周知に努めていく。

項目 標題 担当
省庁 発出日

1

医療関係

犯罪被害による傷病の保険給
付の取扱いについて（再周知）

厚生
労働省

令和５年
６月 30日

2

犯罪等の被害を受けた被保険
者等に係る国民健康保険及び
後期高齢者医療制度における
保険料（税）並びに一部負担
金の減免及び徴収猶予の取扱
いについて 

厚生
労働省

令和５年
６月 30日

3

健康保険及び船員保険におけ
る犯罪被害者等に係る一部負
担金等の徴収猶予及び減免の
取扱いについて

厚生
労働省

令和６年
６月３日

4

生活関係

犯罪被害者等給付金の支給等
による犯罪被害者等の支援に
関する法律に基づく犯罪被害
者等給付金の生活保護制度上
の取扱いについて（通知）  

厚生
労働省

令和５年
６月 30日

5 犯罪被害者等の公営住宅への
入居について 

国土
交通省

令和５年
３月 24日

6

「犯罪被害者等施策の一層の推
進について」の決定に伴う国
民年金制度における申請免除
等や障害年金、遺族年金等の
周知等について

厚生
労働省

令和５年
６月 30日

項目 標題 担当
省庁 発出日

7

生活関係

犯罪被害者等の保護・支援に
係る雇用保険制度における適
切な対応について

厚生
労働省

令和５年
６月 30日

8

犯罪等の被害を受けた被保険
者等に係る介護保険制度にお
ける保険料の減免及び徴収猶
予並びに利用者負担額の減免
の取扱いについて

厚生
労働省

令和５年
６月 30日

9

「犯罪被害者等施策の一層の推
進について」の決定に伴う特別
児童扶養手当、障害児福祉手
当、特別障害者手当、自立支援
給付の周知について（通知）

厚生
労働省

令和５年
７月７日

10
犯罪被害者等施策推進会議決
定を踏まえた児童扶養手当の
周知について

こども
家庭庁

令和５年
６月 27日

11 教育関係
第 16回犯罪被害者等施策推進
会議の決定を踏まえた各種修学
支援施策の周知について（通知）

文部
科学省

令和５年
６月 15日

12

納税関係

犯罪被害者等の保護・支援に係
る適切な対応について（指示） 国税庁 令和５年

６月７日

13
犯罪被害者等の保護・支援に
係る地方税における適切な対
応について

総務省 令和５年
６月 14日

通知発出一覧
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２  カウンセリングの保険適用の改善

令和５年６月推進会議決定の項目⑤におい
ては、さらに、「犯罪被害者等に対する質の
担保された治療としてのカウンセリングの保
険適用の改善については、中央社会保険医療
協議会において、令和６年度診療報酬改定に
向けた議論を行って結論を出」すこととされ
た。これを受け、令和６年度の診療報酬改定
において、犯罪被害等による心的外傷に起因

する症状を有する患者に対して適切な介入を
推進する観点から、精神科を担当する医師の
指示を受けた公認心理師が必要な支援を行っ
た場合について、「心理支援加算」を新設し、
同年６月より施行されている。心理支援加算
が適切に運用されるよう、引き続き必要な対
応をしていく。

心理支援加算の新設

心理支援加算の新設（令和６年度診療報酬改定）

 心的外傷に起因する症状を有する患者に対して適切な介入を推進する観点から、精神科
を担当する医師の指示を受けた公認心理師が必要な支援を行った場合の評価を新設する。

（新） 心理支援加算
［算定要件］（概要）
（１）心理に関する支援を要する患者に対して、精神科を担当する医師の指示を受けた公認心理師が、
対面による心理支援を30分以上実施した場合に、初回算定日の属する月から起算して２年を限度と
して、月２回に限り算定できる。

（２）実施に当たっては、以下の要件をいずれも満たすこと。
ア 対象患者︓外傷体験（※）を有し、心的外傷に起因する症状を有する者（PTSDの診断基準等を部
分的に満たしている者。）として、精神科医が心理支援を必要と判断したもの
（※）身体的暴行、性的暴力、災害、重大な事故、虐待若しくは犯罪被害等

イ 医師は当該患者等に外傷体験の有無等を確認した上で、当該外傷体験及び心的外傷に起因する
症状等について診療録に記載する。

（※）について、直接体験したもののほか、直接目撃したものや、近親者又は親しい友人に起こった暴力的な出来事等の外傷体験に起因する場合も含まれる。

提供：厚生労働省

第
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